（３）各分野での責務

青少年は、社会で健全に成長する（育てられる）権利がある。このことは、子どもの権利に関する国際条約で保障されていることからも明らかであろう。つまり、心身の未熟な青少年を健やかに育てる義務は、第一義的には、保護者にあり、それを取り巻く大人たち、社会が負っている。

電子メディアに関しても例外ではない。その洪水、弊害から、青少年を守る義務の履行が大人社会に問われるのは当然だろう。特に判断力のない乳幼児段階では、その責任は大きい。その意味で、表現の自由は基本的に保障されながらも、こと青少年との関係の中では一定の節度が求められよう。このような観点から、責務についても、電子メディアに携わる事業者をはじめ、保護者、教育機関等に重点を置いた。

＜青少年の責務＞
青少年を守る責務が大人にあることを踏まえた上で、青少年を主体にした条例であるからには、彼らにも電子メディアと向き合う応分の心構えを求めることがふさわしいだろう。非行、犯罪の低年齢化は、青少年の早熟傾向の加速を示している。電子メディアの利用についても、次々と開発される新商品、システムに大人より早く反応し、使い方も覚えるのは青少年だからである。しかも近年、相次いで制定されている電子メディアに関する規制法を知らないため、罰せられる未成年が多いことも見過ごせない。

従って、乳幼児期はともかく、発達状況に応じて青少年自身にも自らを守り、さらに加害者にもならない自覚を培う規定が必要だろう。青少年のための条例が、大人や社会ばかりの規定になっては、押し付けとの誤解も招きかねず、子どもたちの主体的な力をはぐくむことにならない恐れがあるからである。

○青少年は、電子メディアに関して、有害な情報から守られ、年齢に応じて有効に活用するリテラシー教育を受ける権利を有する（保護・教育を受ける権利）。

○青少年は、発達段階に応じて、保護者や教師をはじめ大人たちの助言に耳を傾け、自らの健やかな成長に生かすように努めなければならない（指導を受ける権利）。

○青少年は、自らの健全な成長のため、メディア関係の法規などの学習に努めなければならない（学習）。

○青少年は、電子メディアを過剰に利用しないよう努めなければならない（過剰利用の防止）。

○青少年は、インターネットなどで得られる情報が法律や条例などで有害と認められる場合、入手、利用しないよう努めなければならない（有害情報入手の防止）。

○青少年は、法律や条例などで有害と認められる情報を他の青少年に見せ、聞かせ、または読ませないように努めなければならない（有害情報提供の防止）。

○青少年は、インターネット・携帯電話のメールなどで他人に迷惑をかけたり傷つけたりしてはならない（加害防止）。

○青少年は、公共の場での携帯電話の使用など、マナーの遵守に努めなければならない（マナー遵守）。

○青少年は、電子メディアを配置した営業施設に深夜（午後11時以降）は入場しない（＜広島県青少年健全育成条例関連＞）。（ルールの遵守）

○青少年は、電子メディアから離れて、自然、芸術、文化などに触れる体験を増やし、さまざまな人たちと交流を深めるように努めなければならない（体験・交流）。

○青少年は、上記の目的を達成するため、保護者などと話し合って電子メディアに接する時間を短くするなどのプラン作りに努めなければならない（生活プラン作り）。
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